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松本歯科大学学則 

昭和47年4月1日施行 平成 13年 4月 1日改正 

昭和51年 4月1日改正 平成 15年 4月 1日改正 

昭和52年 4月1日改正 平成 19年 4月 1日改正 

昭和53年 4月1日改正 平成 19年 6月 1日改正 

昭和54年 4月1日改正 平成 19年 7月 5日改正 

昭和55年 4月1日改正 平成 20年 4月 1日改正 

昭和56年 4月1日改正 平成 21年 4月 1日改正 

昭和57年 4月1日改正 平成 22年 4月 1日改正 

昭和58年 4月1日改正 平成 23年 4月 1日改正 

昭和59年 4月1日改正 平成 24年 4月 1日改正 

昭和60年 4月1日改正 平成 24年 7月 1日改正 

昭和60年 8月1日改正 平成 25年 4月 1日改正 

昭和61年 3月1日改正 平成 26年 4月 1日改正 

昭和61年 4月1日改正 平成 27年 4月 1日改正 

昭和62年 4月1日改正 平成 28年 4月 1日改正 

昭和63年 4月1日改正 平成28年10月1日改正 

平成元年 4 月 1 日改正 平成 29年 4月 1日改正 

平成元年 6 月 1 日改正 平成 30年 4月 1日改正 

平成 2 年 4 月 1 日改正 平成 31年 1月 1日改正 

平成4年3月18日改正 令和 2 年 4 月 1 日改正 

平成8年3月22日改正 令和 3 年 4 月 1 日改正 

平成8年12月5日改正 令和 4 年 4 月 1 日改正 

平成11年 9月8日改正 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 松本歯科大学（以下「本学」という。）は、教育基本法（昭和 22年法律第 25号）及び

学校教育法（昭和 22年法律第 26号）の定めるところに従い、建学の理念に基づき、専門の

学術を教授研究するとともに、豊かな教養と高い人格を備えた有為な人材を育成し、もって

国民の保健、医療、福祉に貢献しつつ、社会の発展と国際文化の向上を図ることを目的とす

る。 

（自己評価等） 

第２条 前条の目的を達成するために、教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行

い、その結果を公表する。 
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（学部学科） 

第３条 本学に歯学部歯学科を置く。 

 

（教育目標） 

第４条 本学は第１条に基づき、建学の理念を具現化し人間教育全体を教育目標とし、人間と

しての倫理に基づき先ず「良き歯科医師となる前に良き人間たれ」という教育方針をモット

ーとし、学生が将来歯科医師として社会に貢献し、歯科医学の発展に寄与することができる

ように人材育成を行う。 

２ 教育目標達成のため、アドミッションポリシー、ディプロマポリシー及びカリキュラムポ

リシーを別に定める。 

 

（修業年限） 

第５条 本学の修業年限を６年とする。 

 

（入学定員・収容定員） 

第６条 本学の毎年度の入学定員は 96名とし、収容定員は 576名とする。 

 

 

第２章 教育課程、講座及び履修方法 

（講座） 

第７条 本学に別表第１の講座を置く。 

 

（授業科目・単位） 

第８条 本学において開設する授業科目、単位及び時間数は、別表第２のとおりとする。 

２ 単位の計算方法は、次の基準によるものとする。 

(1) 講義及び演習については、15時間から30時間までの範囲の授業をもって１単位とする。 

(2) 実験、実習及び実技については、30時間から 45時間までの範囲の授業をもって１単位

とする。 

(3) 一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち２以上の方法の併用に

より行う場合は、その組み合わせに応じ、前２号に規定する基準を考慮した時間の授業を

もって１単位とする。 

 

 

第３章 職員組織 

（職員組織） 

第９条 本学に学長、教授、准教授、講師、助教、助手、医療職員、事務職員、技術職員及び
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その他の職員を置く。 

 

 

第４章 教授会 

（教授会） 

第 10条 本学の歯学部に教授会を置き、必要な事項は別に定める。 

 

第 11条 削除 

 

第 12条 削除 

 

 

第５章 入学、休学、復学及び退学 

（入学の時期） 

第 13条 入学の時期は、特別の事由がある場合を除き学年の始めとする。 

 

（入学資格） 

第 14条 本学に入学することのできる者は、次の各号の一に該当し、かつ本学が行う選抜試験

に合格した者とする。 

(1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

(2) 通常の課程による 12年の学校教育を修了した者 

(3) 通常の課程以外の課程により、前号に相当する学校教育を修了した者 

(4) 外国において学校教育における 12年の課程を修了した者、又はこれに準ずる者で文部

科学大臣の指定した者 

(5) 文部科学大臣が高等学校の課程に相当する課程を有するものとして指定した在外教育

施設の当該課程を修了した者 

(6) 文部科学大臣の指定した者 

(7) 高等学校卒業程度認定試験規則により文部科学大臣の行う高等学校卒業程度認定試験

に合格した者（同規則附則第２条の規定により廃止前の大学入学資格検定規程による大学

入学資格検定に合格した者を含む。） 

(8)  相当の年齢に達し、本学が高等学校卒業者と同等以上の学力があると認めた者 

 

（編入学） 

第 15条 学長は、本学に編入学を願い出た者が次の各号の一に該当するときは、欠員のある場

合に限り、選考の上、相当学年に入学を許可することがある。 

(1) 大学を卒業した者（学士） 
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(2) 大学に２年以上在学して、所定の単位を 取得した者 

(3) 短期大学又は高等専門学校を卒業した者 

(4) その他本学が前各号に相当する課程を修了した者と同等以上の学力があると認めた者 

２ 編入学の時期は、第13条の規定にかかわらず、学年後期の始めとすることができる。 

 

（転学） 

第 16条 学長は、他の歯科大学又は歯学部に在学中の者が、本学に転入を願い出たときは、欠

員のある場合に限り、選考の上、相当学年に入学を許可することがある。 

２ 他大学への転出を志願しようとする者は、学長に願い出て、その許可を受けなければなら

ない。 

 

（再入学） 

第 17条 学長は、本学を退学又は除籍された者で別に定める出願資格を有する者が再入学を願

い出たときは、選考の上、再入学を許可することがある。 

２ 前項の場合において、既修授業科目の全部又は一部について再履修を命ずることがある。 

３ 再入学に関する規程は、別に定める。 

 

（選抜試験の期日と科目） 

第 18条 入学者選抜試験期日、試験科目及び出願期間は毎年度別に定める。 

 

（入学の出願） 

第 19条 入学を志願する者は、指定の期間中に次の各号の書類に入学検定料を添えて願い出な

ければならない。 

(1) 本学所定の入学願書 

(2) 調査書 

(3) 写真 

(4) その他学長が必要と認める書類 

２ 第 14条第４号に該当する外国人は、学科課程修了証明書のほかに本邦に駐在する当該国の

政府機関の証明書又は推薦書の添付を必要とする。 

 

（入学手続） 

第 20条 選抜試験に合格した者は、所定の期日までに、次の各号の書類を提出するとともに、

学生納付金等を納入しなければならない。 

 (1) 戸籍抄本（外国人は在留カード） 

(2) 第 21条に定める誓約書 

(3) 出身学校の卒業証明書又は修了証明書 
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(4) 所定の学生納付金及び諸納付金 

２ 前項の手続を完了しない者は入学を許可しない。 

 

（誓約書） 

第 21条 入学を許可された者は、独立の生計を営む成年者で学費その他学生の身上に関し一切

の責任を負うことのできる保証人２名を定めた誓約書を提出しなければならない。 

 

（誓約書の更新） 

第 22条 前条の保証人がその要件を欠くに至ったときは、改めて保証人を定め直ちに誓約書を

更新しなければならない。 

 

（住所変更等の届出） 

第 23条 学生又は保証人が改名・転居・転籍したときは、直ちにその旨届け出なければならな

い。この場合、戸籍抄本又は住民票を添付させることがある。 

 

（休学と休学期間） 

第 24 条 病気その他やむを得ない理由のため引き続き３か月以上就学することのできない者

は、その理由を証明する書類を添え、保証人連署の上、学長に願い出て、その許可を受けな

ければならない。休学の理由が病気の場合は、医師の診断書を添付しなければならない。 

２ 休学期間は、１年以内とする。ただし、更に休学を要する者は、学長の許可を得て、１年

以内に限り休学することができる。 

３ 休学期間は、在学期間に算入しない。 

 

（復学） 

第 25条 病気により休学した者が復学しようとする場合は、医師の診断書を添え、保証人連署

の上、学長に願い出て、その許可を得なければならない。 

２ 復学の際は、原級に復する。 

 

（退学） 

第 26条 退学しようとする者は、その理由を付して、保証人連署の上、学長に願い出て、その

許可を受けなければならない。 

 

（除籍） 

第 26条の２ 次の各号の一に該当する者は、学長が除籍する。 

(1) 学生納付金等の納付を怠り、督促してもなお納付しない者 

(2) 第 43条に規定する在学期間を超えた者 

(3) 第 24条に規定する休学期間を満了してなお復学できない者 

(4) 死亡又は行方不明の届出のあった者 
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２ 前項により除籍された者の除籍日は、すでに学生納付金等を納入してある学期末日とする。

ただし、死亡による除籍の場合は、死亡した日とする。 

 

（復籍） 

第 26条の３ 前条第 1項第１号に該当し除籍された者が、所定の学生納付金等を納付して除籍

年度内に復籍を願い出たときは、学長は、復籍を認めることがある。 

２ 復籍を許可された者の復籍年月日は、除籍日の翌日とする。 

３ 復籍を許可した学生の復籍後の在学期間は、除籍前の在学期間に通算する。 

 

 

第６章 学年、学期及び休日 

（学年） 

第 27条 学年は、特別の事由がある場合を除き４月１日に始まり、翌年３月 31日に終わる。 

 

（学期） 

第 28条 学年を分けて次の２学期とする。ただし、必要があると認められる場合、学長は、前

期及び後期の期間を変更することができる。 

前期   ４月１日から９月 30日まで 

後期  10月１日から翌年３月 31日まで 

  

（休業日） 

第 29条 休業日は、次のとおりとする。 

(1) 日曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律に規定する休日 

(3) ファウンダーズデイ（１月 14日） 

(4) 本学創立記念日（１月 29日） 

(5) 夏季休業 

(6) 冬季休業 

(7) 春季休業 

２ 前項第５号から第７号までに掲げる休業日は、学年の始めに学長が定める。 

３ 前項の規定にかかわらず、学長は休業日を変更し、又は臨時に休業日を定めることができ

る。 

 

 

第７章 試験、進級及び卒業 

（試験の種類） 
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第 30条 試験を分けて定期試験、追試験、再試験、進級試験及び卒業試験とする。 

 

（定期試験） 

第 31条 定期試験は、授業を行った全科目について行う。ただし、授業科目によっては試験以

外の方法でその成績を評価することができる。 

 

（受験資格） 

第 32条 いずれの授業科目においても、特別の事由がある場合を除き、授業時間数の５分の４

以上出席しなければ当該科目の受験資格を失う。 

 

（受験の条件） 

第 33条 毎年度各期の試験は、学生納付金のみならず、寮費等を含むその他納付金を完納しな

ければ受けることができない。 

 

（試験欠席） 

第 34条 病気その他やむを得ない理由のため試験に欠席する者は、医師の診断書又は事実を証

明する書類を添え、速やかに試験欠席届を提出しなければならない。 

 

（成績の評価） 

第 35条 授業科目の成績の評価は、Ｓ(100～90点）、Ａ(89～80点）、Ｂ(79～70点）、Ｃ(69～

65 点)、Ｄ(64点以下)の 5段階として、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃを合格としＤを不合格とする。ただ

し、試験等の点数をもって評価することができない授業科目の評価については、合格及び不

合格とすることができる。 

２ 前項に掲げるもののほか成績に関し必要な事項は、別に定める。 

 

第 36条 削除 

 

（実験実習） 

第 37条 実験実習に必要と指定された器械・器具、材料等は、所定の期日までに準備しなけれ

ばならない。 

 

（臨床実習） 

第 38条 臨床実習には、４年次までに履修すべき全科目の試験に合格しなければ、出席するこ

とができない。 

 

（進級試験） 
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第 39条 進級試験は、授業を行った全科目を総合的に評価する試験として学年末に行う。 

２ 進級試験を課す学年の履修科目の単位は、進級試験の合格をもって認定する。 

３ 進級試験に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（進級の要件） 

第 39条の２ 学生が、進級するためには、別に定める進級要件を満たさなければならない。 

２ 進級に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（卒業試験） 

第 40条 卒業試験は、第６学年に期間を定めて行う。 

２ 第６学年の履修科目の単位は、卒業試験の合格をもって認定する。 

３ 卒業試験に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（試験の運用） 

第 41条 第 30条から前条に定めるほか、試験の運用に関し必要な事項は、別に定める。 

 

（卒業及び学位授与） 

第 42条 学長は、卒業試験に合格した者を卒業と認定し、卒業証書・学位記及び学士（歯学）

の学位を授与する。 

２ 学位に関する規程は、別に定める。 

 

（在学期間） 

第 43条 在学期間は、第１・２学年、第３・４学年及び第５・６学年の各 2学年次において、

それぞれ４年を超えることはできない。 

２ 編入学又は転入学により入学した者の通算の在学期間については、入学年次から６年次ま

での最短修業年数の２倍を超えることはできない。 

３ 再入学時の在学期間については、別に定める。 

 

第８章 入学検定料及び学生納付金 

（入学検定料） 

第 44条 本学に入学を志願する者は、別表第３に定める入学検定料を納めなければならない。 

２ 別に定めるところにより、入学検定料の全部又は一部を免除することがある。 

３ 一度納入された入学検定料は、返戻しない。 

 

（学生納付金） 

第 45条 学籍にある者は、毎年度４月 15日までに学生納付金及び諸納付金を納めなければな

らない。 
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２ 学生納付金の金額は、別表第４のとおりとする。 

３ 本学に入学する者については、第１項の規定にかかわらず、入学年度の学生納付金等を本

学の指定する期日までに納めなければならない。 

４ 再入学する場合の学生納付金については、別表第４を準用する。ただし、入学金は徴収し

ない。 

 

（学生納付金の分割納入） 

第 46条 学生納付金のうち授業料は次の２期に分け、半額ずつ分納することができる。 

前期    ４月 15日まで 

   後期    10 月 15日まで 

 

第 47条 削除 

 

（学納金の返戻） 

第 48条 納入された学生納付金及び諸納付金は、返戻しない。ただし、入学を許可され学納金

を納付した者が、入学年度の前年度の３月 31日までに入学を辞退したときは、入学金以外の

学生納付金を返戻する。 

 

（証明書の交付） 

第 49条 各種証明書の交付を請求する場合には、所定の手数料を納付しなければならない。 

 

（授業料の減免） 

第 50条 本学において学業優秀であると認められた者に対しては、授業料を減免することがあ

る。 

２ 奨学制度、授業料の減免及び休学中の者の学生納付金等に関する規程は、別に定める。 

 

 

第９章 賞罰 

（表彰） 

第 51条 学業の優秀な者又は善行のあった者は、表彰することがある。 

 

（懲戒） 

第 52条 学生が、その本分に反する行為又は本学の諸規程等に違反する行為を行ったときは、

学長が懲戒する。 

２ 懲戒を分けて、戒告、停学及び退学とする。 

３ 学生の懲戒に関する規程は、別に定める。 
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（懲戒退学） 

第 53条 次の各号の一に該当する者には、退学を命ずる。 

(1) 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

(2) 学力劣等で成業の見込みがないと認められる者 

(3) 正当の理由がなくて出席が常でない者 

(4) 学内の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者 

 

第 54条 削除 

 

第 55条 削除 

 

第 56条 削除 

 

第 57条 削除 

 

 

第 10章  委託生、研究生、専修生、聴講生及び外国人学生等 

（委託生） 

第 58条 国、公共団体その他機関から、一定の在学期間と履修科目とを定めて入学の願い出が

あったときは、委託生として入学を許可することがある。 

２ 委託生は、志願履修科目を理解する学力があると認められた者とする。 

３ 委託生として入学を許可された者は、所定の期日までに別表第５に定める納付金を納めな

ければならない。 

４ 委託生が志願履修科目を修了したときは、証明書を交付する。 

 

（研究生） 

第 59条 学長は、本学において特別な事項について研究しようとする者があるときは、選考の

上、研究生として入学を許可することがある。 

２ 研究生として入学を許可された者は、所定の期日までに別表第５に定める納付金を納めな

ければならない。 

３ 研究生に関する規程は、別に定める。ただし、特に規程に定めのない場合は、学則を準用

する。 

 

（専修生） 

第 60条 学長は、本学において専門分野における精深高度な技能を習得しようとする者がある

ときは、選考の上、専修生として入学を許可することがある。 
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２ 専修生として入学を許可された者は、所定の期日までに別表第５に定める納付金を納めな

ければならない。 

３ 専修生に関する規程は、別に定める。ただし、特に規程に定めのない場合は、学則を準用

する。 

 

（聴講生） 

第 61条 学長は、本学の授業科目の聴講を願い出る者があるときは、教育に支障がない場合に

限り、選考の上、聴講生として入学を許可することがある。 

２ 聴講生に関する規程は、別に定める。 

 

（外国人学生） 

第 62条 学長は、日本国籍を有しない者で、大学において教育を受ける目的を持って入国し、

入学を志願する者があるときは、選考の上、外国人学生として入学を許可することがある。 

２ 外国人学生は、講義を理解する程度の日本語の素養を必要とするものとする。 

３ 前２項に定めるほか、外国人学生に関し必要な事項は、学則を準用する。 

 

第 63条 削除 

 

（外国人研修生） 

第 64条 外国人研修生については、別に定める。 

 

 

第 11章 附属病院 

（附属病院） 

第 65条 本学の歯学部に附属病院を置き、松本歯科大学病院と称する。 

２ 松本歯科大学病院に関する規程は、別に定める。 

 

 

第 12章 図書館 

（図書館） 

第 66条 本学に図書館を置く。 

２ 図書館に関する規程は、別に定める。 

 

 

第 13章 総合歯科医学研究所 

（総合歯科医学研究所） 

第 67条 本学に総合歯科医学研究所を置く。 
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２ 総合歯科医学研究所に関する規程は、別に定める。 

 

 

第 14章 大学院 

（大学院） 

第 68条 本学に大学院を置く。 

２ 大学院に関する規程は、別に定める。 

 

 

第 15章 学寮 

（学寮） 

第 68条の２ 学校法人松本歯科大学が管理運営する Campus Inn を学寮とする。 

２ Campus Innについて必要な事項は、別に定める。 

 

 

第 16章 蒼穹会 

（蒼穹会） 

第 69条 本学に松本歯科大学蒼穹会（以下「蒼穹会」という。）を設ける。 

２ 本学学生は、すべて蒼穹会に加入するものとする。 

３ 蒼穹会に関する事項は、別に定める。 

 

 

第 17章 雑則 

（改廃） 

第 70条 この学則の改廃は、理事会の議決による。 

 

 

 

附 則 

１ この学則は、昭和 47年 4月１日から施行する。 

２ この学則のほかに教授、研究又は学生に関し必要な事項は、別に細則を定める。 

附 則 

この学則は、昭和 51年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和 52年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和 53年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和 54年 4月 1日から施行する。 
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附 則 

この学則は、昭和 55年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和 56年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和 57年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和 58年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和 59年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和 60年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和 60年 8月 1日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和 61年 3月 1日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和 61年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和 62年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この学則は、昭和 63年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成元年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成元年 6月 1日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 2年 4月 1日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 4年 3月 18日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成８年（1996年）3月 22日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成８年（1996年）12月 5日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 11年（1999年）9月 8日改正、平成 11年 8月 25日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 13年（2001年）4月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 15年（2003年）4月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 19年（2007年）4月１日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 19年（2007年）6月 1日から施行する。 

附 則 
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この学則は、平成 19年（2007年）7月 5日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 20年（2008年）4月 1日から施行する。 

附 則 

この学則は、平成 21年（2009年）4月 1日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、平成 22年（2010年）4月 1日から施行する。 

２ 平成 21年度以前の入学者に係る学納金については、改正後の松本歯科大学学則第 45条の

規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 

１ この学則は、平成 23年（2011年）4月１日から施行する。 

２ 平成 21年度以前に第 6学年を留年した学生に係る卒業試験については、改正後の松本歯科

大学学則第 40条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 

１ この規程は、2012年 4月１日から施行する。 

２ 改正後の別表第 4（第 45条第 2項関係）及び第 6（第 45条第 4項関係）については、2012

年度に入学する者から適用し、2011年度以前に入学した者については、当該入学年度に規定

されている学生納付金を徴収するものとする。 

附 則 

 この学則は、2012年 7月 1日から施行し、2012年度の在学生から適用する。 

附 則 

 この学則は、2013年 4月 1日から施行する。 

附 則 

 この学則は、2014年 4月 1日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、2015年 4月 1日から施行する。 

２ 改正後の第 43条に規定する在学期間については、2015年度の入学者から適用し、2014年

度以前に入学した者については、従前のとおり、第 1･2学年、第 3･4学年、第 5･6学年の各

2学年について、それぞれの期間の 2倍の年数を超えることはできないものとする。 

附 則 

 この学則は、2016年 4月 1日から施行する。 

附 則 

 この学則は、2016年 10月 1日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、2017年 4月 1日から施行する。 

２ 改正後の第 35 条に規定する成績の評価については、2017 年度の入学者から適用し、2016

年度以前に入学した者については、従前のとおり、成績の評価は、Ａ(100～80点）、Ｂ(79～

70点）、Ｃ(69～65点)、Ｄ(64点以下)の４段階として、Ａ、Ｂ、Ｃを合格としＤを不合格と

するものとする。 

３ 改正後の第 43条に規定する在学期間については、2015年度及び 2016 年度の入学者にも適

用する。 

附 則 
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 この学則は、2018年 4月 1日から施行する。 

附 則 

 この学則は、2019年 1月 1日から施行する。 

附 則 

 この学則は、2020年 4月 1日から施行する。 

附 則 

１ この学則は、2021年 4月 1日から施行する。 

２ 第 6条に規定する収容定員は、2026 年度以降のものとし、2021 年度から 2025 年度までの年度別 

 総学生定員は、次のとおりとする。 

学部学科名 
総学生定員 

2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 2025 年度 

歯学部歯学科 696 名 672 名 648 名 624 名 600 名 

 

附 則 

 この学則は、2022年 4月 1日から施行する。 
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別表第１（第７条関係） 

  

     

基 礎 講 座 臨 床 講 座 

解 剖 学 講 座 歯 科 保 存 学 講 座 

生 理 学 講 座 歯 科 補 綴 学 講 座 

生 化 学 講 座 口腔顎顔面外科学講座 

微 生 物 学 講 座 歯 科 矯 正 学 講 座 

病 理 学 講 座 歯 科 放 射 線 学 講 座 

薬 理 学 講 座 小 児 歯 科 学 講 座 

理 工 学 講 座 地域連携歯科学講座 

公 衆 衛 生 学 講 座 歯 科 麻 酔 学 講 座 

 



時間 単位 前期 後期 前期 後期 前期 後期

A1010 入門歯科医学 講義 必修 30 1 1
A1020 生命科学入門Ⅰ 講義 必修 30 1 1
A1025 生命科学入門Ⅱ 講義 必修 30 1 1
A1030 入門歯科医学実習 実習 必修 120 4 2 2
A1041 人体機能学 講義 必修 30 1 1
A1046 環境学・国際文化学 講義 必修 30 1 1
A1050 体育 実技 必修 60 2 1 1
A1060 情報リテラシー 講義 必修 30 1 1
A1070 口腔科学入門 講義 必修 30 1 1

A1080 解剖学入門 講義 必修 30 1 1
A1100 言語表現(英語)Ⅰ 講義 必修 60 2 2
A1110 言語表現(英語)Ⅱ 講義 必修 60 2 2
A1160 基礎化学 講義 必修 60 2 2
A1170 天然物有機化学 講義 必修 30 1 1
A1175 バイオマテリアル入門 講義 必修 30 1 1
A1180 健康管理学 講義 必修 30 1 1
A1185 スポーツ生理学 講義 必修 30 1 1
A1190 細胞生物学 講義 必修 30 1 1
A1195 人体生物学 講義 必修 30 1 1
A1200 オープンセミナーⅠ 講義・演習 選択 30 1 〈1〉
A1210 オープンセミナーⅡ 講義・演習 選択 30 1 〈1〉 　〈　〉　選択必修科目
A2010 化学実験 実験 必修 30 1 1
A2020 生物学実験 実験 必修 30 1 1
A2030 分子生物学 講義 必修 30 1 1

小 計 930 31 28 単位 3 単位 0 単位 0 単位 0 単位 0 単位

Ｂ1090 解剖学Ⅰ 講義 必修 30 1 1
Ｂ1120 解剖学入門実習 実習 必修 30 1 1
B2050 解剖学Ⅱ 講義 必修 30 1 1
Ｂ2060 歯の解剖学 講義 必修 30 1 1
Ｂ2070 解剖学実習 実習 必修 120 4 1 3
Ｂ2080 組織学 講義 必修 30 1 1
Ｂ2090 口腔組織学 講義 必修 30 1 1
Ｂ2095 組織学･口腔組織学実習 実習 必修 90 3 3
Ｂ2100 生理学 講義 必修 60 2 2
Ｂ2110 口腔生理学 講義 必修 30 1 1
Ｂ2120 生理学･口腔生理学実習 実習 必修 60 2 2
Ｂ2130 生化学 講義 必修 60 2 2
Ｂ2140 口腔生化学Ⅰ 講義 必修 30 1 1
Ｂ3030 口腔生化学Ⅱ 講義 必修 30 1 1
Ｂ2150 生化学･口腔生化学実習, 生化学特講 実習 必修 60 2 2
Ｂ2160 微生物学 講義 必修 60 2 2
Ｂ2165 口腔微生物学 講義 必修 30 1 1
Ｂ3050 微生物学･口腔微生物学実習 実習 必修 60 2 2
Ｂ2170 薬理学 講義 必修 30 1 1
Ｂ3060 歯科薬理学 講義 必修 60 2 2
Ｂ3070 薬理学･歯科薬理学実習 実習 必修 60 2 2
Ｂ2175 公衆衛生学Ⅰ 講義 必修 30 1 1
Ｂ2176 公衆衛生学Ⅱ 講義 必修 30 1 1
Ｂ3090 公衆衛生学Ⅲ 講義 必修 30 1 1
C3095 公衆衛生学Ⅳ 講義 必修 30 1 1
Ｂ3100 公衆衛生学実習 実習 必修 60 2 2
Ｂ3110 病理学 講義 必修 60 2 2
Ｂ3130 口腔病理学 講義 必修 60 2 2
B3120 病理診断学実習 実習 必修 90 3 3
Ｂ2180 歯科理工学 講義 必修 90 3 2 1
Ｂ2190 歯科理工学実習 実習 必修 60 2 2
Ｃ3150 全部床義歯補綴学 講義 必修 60 2 1 1
Ｃ4010 歯科補綴学実習Ⅰ 実習 必修 90 3
Ｃ4020 部分床義歯補綴学 講義 必修 60 2
Ｃ4030 歯科補綴学実習Ⅱ 実習 必修 90 3
Ｃ4040 クラウンブリッジ補綴学 講義 必修 60 2
Ｃ3160 歯冠彫刻実習 実習 必修 60 2 2
Ｃ3170 保存修復学 講義 必修 60 2 1 1
Ｃ4060 保存修復学実習 実習 必修 90 3
Ｃ3180 小児歯科学 講義 必修 30 1 1
C4065 小児歯科学 講義 必修 30 1
Ｃ3190 歯科矯正学 講義 必修 30 1 1
C4080 歯科矯正学 講義 必修 30 1
Ｃ4095 小児･矯正基礎実習 実習 必修 60 2
Ｃ3200 口腔外科学 講義 必修 30 1 1
C4100 口腔外科学 講義 必修 60 2
Ｃ4110 歯科麻酔学 講義 必修 60 2
Ｃ4120 歯科放射線学 講義 必修 60 2
Ｃ3205 歯内治療学 講義 必修 30 1 1
C4130 歯内治療学 講義 必修 30 1
Ｃ4140 歯内治療学実習 実習 必修 60 2
Ｃ3210 歯周病学 講義 必修 30 1 1
C4150 歯周病学 講義 必修 30 1
Ｃ4160 歯周病学実習 実習 必修 60 2
Ｃ3220 内科学 講義 必修 60 2 1 1
Ｃ4105 口腔インプラント学 講義 必修 30 1
Ｃ3254 法医歯科学 講義 必修 30 1 1
Ｃ4180 障がい者歯科学 講義 必修 30 1
Ｃ4185 高齢者歯科学 講義 必修 30 1
C4187 摂食嚥下療法学 講義 必修 30 1
Ｃ3251 医療面接学 講義 必修 30 1 1
Ｃ3015 隣接医学 講義 必修 30 1 1
Ｂ2210 歯科医学研究A 演習 選択 30 〔1〕 〔1〕 　〔　〕　自由選択科目

Ｂ3260 歯科医学研究B 演習 選択 30 〔1〕 〔1〕
Ｃ4192 臨床予備演習 演習 必修 60 2
Ｃ4200 総合講義4年 講義 必修 150 5
Ｄ5001 臨床講義 講義 必修 285 9
Ｅ6010 総合講義6年 講義 必修 1125 36
Ｅ6050 総合講義演習 演習 必修 225 5
Ｄ5500 臨床実習 実習 必修 1575 35

小 計 6510 193 2 単位 32〔33〕 単位 34〔35〕 単位 40 単位 44 単位 41 単位

　　合　　　　　　　　　計　　 7440 224〔226〕 30 単位 35〔36〕 単位 34〔35〕 単位 40 単位 44 単位 41 単位

第6学年

全 期 全 期 全 期

第4学年

別表第2（第8条関係）　                   　          　　　　　　　　　　　  　             授業科目履修基準表　　　　　　　

学 科 目
履修数

履 修 学 年 及 び 履 修 期

備 考第5学年授業形態 履修区分 第1学年 第2学年
科目
コード

第3学年

2

3

2
3

2

2

2

36

5

1

1

2

2

2

教

養

教

育

科

目

9

5

専

門

教

育

科

目

1

2

1

3

1

1

1

1

35
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別表第３（第 44条関係） 

入学検定料 

項  目 納 入 金 

一 般 選 抜 30,000 円 

共 通 テ ス ト 利 用 選 抜 

15,000 円 留 学 生 選 抜 （ C ・ D ） 

〔日本留学生試験利用〕 

学 校 推 薦 型 選 抜 

〔 公 募 制 ・ 指 定 校 〕 

30,000 円 

総 合 型 選 抜 

校 友 子 女 選 抜 

留 学 生 選 抜 （ A ・ B ） 

編 入 学 ・ 再 入 学 選 抜 

一 般 選 抜 30,000 円 

 

別表第４（第 45条関係） 

学生納付金 

1. 2018年度以降の入学者の学生納付金は、次のとおりとする。 

 新入学生 第 2学年編入学生 

項 目 １年次 2年目以降 2年次（入学時） 2年目以降 

入学金 600,000 円 －  600,000 円 －  

授業料 3,680,000 円 4,200,000 円 4,200,000 円 4,200,000 円 

2. 2017年度以前の入学者の学生納付金は、当該入学年度に定められた金額とする。 

3.  2009 年度以前に入学した者が退学し第 6 学年に再入学する場合の授業料は
2,000,000 円とする。 

 

別表第５（第 58条･第 59条・第 60条関係） 

項   目 納 付 金 備   考 

委  託  生 月 額 10,000 円  

研  究  生 年 額 600,000 円 
前期・後期に分け 30 万円ず

つ分納することができる。 

専  修  生 月 額 30,000 円 
 

 




